
全国連続立体交差事業促進協議会 規約 

 

（目 的） 

第１条 全国連続立体交差事業促進協議会（以下「全国協議会」という。）は、都市計

画事業施行者と鉄道事業者との交流、連続立体交差事業促進のための調査研究及び

政策提言並びに関連事業を含む事業制度の拡充及び予算の拡充・確保を図り、もっ

て円滑な事業の促進に寄与することを目的とする。 

 

 

（事 業） 

第２条 全国協議会は前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１） 円滑な連続立体交差事業及び関連事業の整備促進に係る調査、研究等の実施 

（２） 連続立体交差事業の促進に関し、政府その他関係機関に対する連続立体交差

事業促進のための政策提言、事業制度拡充、予算の拡充・確保等の要望等 

（３） 連続立体交差事業の必要性の啓発及び広報 

（４） その他、全国協議会の目的達成等に必要な事業 

 

 

（組 織） 

第３条 全国協議会は都道府県及び市区町村並びに本協議会の趣旨に賛同する鉄道会

社（以下「会員」という。）をもって組織する。 

 

 

（役 員） 

第４条 全国協議会に次の役員を置く。 

（１） 会 長  １ 名 

（２） 副会長  ５ 名 

（３） 理 事  関係都道府県及び関係指定都市並びに関係鉄道会社の代表（以下

「鉄道会社の代表」という。） 

（４） 監 事  ２ 名 

２ 会長は、理事の互選による。ただし、関係都道府県及び関係指定都市から選任す

る。 

３ 副会長は、都市側にあっては北海道・東北・関東ブロック、北陸・中部ブロック、

近畿ブロック、中国・四国・九州ブロック（以下、「地域ブロック」という。）の理

事より各１名、鉄道側にあっては東日本ブロック、西日本ブロック、ＪＲグループ

（以下、「鉄道ブロック」という。）の理事より１名選任する。選任にあたっては、



 

 

各地域ブロック及び鉄道ブロック理事の互選により、関係都道府県及び関係指定都

市並びに鉄道会社の代表から選任する。 

４ 第１項第３号に規定する鉄道会社の代表の数は、東日本ブロック、西日本ブロッ

ク及びＪＲグループから、それぞれ第８条第２項に規定する分担金の口数を上限と

し、当該ブロック又はグループに属する前条の会員の互選により選任する。 

５ 監事は会長が委嘱する。  

 

 

（役員の職務） 

第５条 理事は、理事会を構成し、全国協議会の運営にあたる。 

２ 会長は、全国協議会を代表し、会務の執行を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、地域ブロック及び鉄道ブロック理事を代表し、会務の

執行を補佐する。 

４ 監事は、会計に関する書類を審査し、総会にその意見を報告する。 

 

 

（役員の任期） 

第６条 役員（理事を除く。）の任期は、２年とする。ただし、補欠役員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

２ 役員のうち会長及び監事は、再任しない。 

 

 

（会 議） 

第７条 会議は、総会及び理事会とし必要に応じ会長が招集する。 

２ 会議は、会長が議長となり、出席会員の過半数の同意を得て議決する。 

３ 総会は、全国協議会の重要事項を審議する。 

４ 理事会は、総会に代わり全国協議会の管理運営事項を審議することができ 

る。 

５ 緊急やむを得ない場合は、理事会をもって総会に代えることができる。 

 

 

（会 計） 

第８条 全国協議会の会費は、分担金、寄付金その他の収入をもってあてる。 

２ 分担金の額は、一口年額１００，０００円とする。関係都道府県及び関係指定都

市については一理事当たり一口、鉄道会社の代表については一口以上とし、別途

定めるものとする。 

３ 全国協議会の会計年度は、４月１日に始まり翌年３月末日に終わる。 

４ 会計年度当初から当該年度予算承認日までの間に必要な経常的経費は次に掲げる



 

 

ものに限り、前年度繰越金の範囲内で支出することができる。 

（１） 総会及び理事会開催に伴う経費 

 （２） 研究会に伴う経費 

 （３） ホームページの運営に伴う経費 

 

 

（事務局） 

第９条 全国協議会の事務局は、会長の属する都道府県又は指定都市に置くものとす

る。 

２ 事務局に、事務局長を置き、会長が委嘱する。 

３ 事務局の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

 

 

（幹事会） 

第 10条 会の運営を補佐させるため、全国協議会に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、関係都道府県、関係指定都市及び鉄道会社の代表の主幹課長をもって

構成する。 

 

 

（その他） 

第 11条 この規約に定めるものを除くほか、全国協議会の運営について必要な事項は、

会長が別に定める。 

 

 

 

  附   則 

 この規約は、平成２２年６月２４日から施行する。 

 

  附   則 

 この規約は、平成２６年７月３１日から施行する。 

 

  附   則 

 この規約は、平成２８年７月１４日から施行する。 

 

  


